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　　年　　月　　日　

上市町長　中川 行孝　宛

所在地　　　　　　　　　　　　　　
事業者名　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　


[bookmark: _GoBack]誓　　約　　書

上市町公共施設太陽光発電設備等の導入調査業務委託のプロポーザルの参加申込に際し、下記の応募資格の要件を全て満たしていることを誓約します。
なお、当該宣誓に違反があった場合には、それまで応募者が費やした費用を弁償することなしに、参加者の資格を上市町が一方的に剥奪する権利を有することに同意します。

記

⑴　当該業務を適切に実施できる法人であること。
⑵　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。
⑶　国及び地方公共団体等において指名停止を受けている期間中の者でないこと。
⑷　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て、民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立て又は破産法（平成16年法律第75号）に基づく破産手続開始の申立てがなされていない者であること。
⑸　法人、法人の代表権を有する者又は法人の被用者等が、暴力団関係者その他暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団及び同法第２条第６号に規定する暴力団員でないこと。
⑹　法人税、消費税、都道府県税及び市町村税の滞納がないこと。
⑺　その他、契約者として適切であると認められる者であること。



（様式


第３号


）


 


 


  


”N


  


ŒŽ


  


“ú


 


 


 


�ãŽs’¬’·


 


’†�ì


 


�s�F


 


ˆ¶


 


 


�Š�Ý’n


              


 


Ž–‹ÆŽÒ–¼


             


 


‘ã•\ŽÒ


Ž�–¼


          


 


 


 


 


 


誓


  


約


  


書


 


 


上市町公共施設太陽光発電設備等の導入調査業務委託


のプロポーザルの参加申込に


際し、下記


の応募資格の要件を全て満たしていること


を誓約します。


 


なお、当該宣誓に違反があった場合には、それまで応募者が費やした費用を弁償することなし


に、


参加者の


資格を


上市町


が一方的に剥奪する権利を有することに同意します。


 


 


記


 


 


?


 


当該


業務


を適切に実施できる


法人である


こと。


 


?


 


地方自治法施行令（昭和


22


年政令第


16


号）第


167


条の４の規定に該当しない者であること。


 


?


 


国及び地方公共団体等において指名停止を受けている期間中の者でないこと。


 


?


 


会社更生法（平成


14


年法律第


154


号）に基づく更生手続開始の申立て、民事再生法（平成


11


年法律第


225


号）に基づく再生手続開始の申立て又は破産法（平成


16


年法律第


75


号）に基


づく破産手続開始の申立てがなされていない者であること。


 


?


 


法人、法人


の代表権を有する者


又は法人


の被用者


等


が、暴力団関係者その他暴力団員によ


る不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第


77


号）第２条第２号に規定する暴力


団及び同法第２条第６号に規定する暴力団員でないこと。


 


?


 


法人税


、消費税、都道府県税及び市町村税


の滞納がないこと。


 


?


 


その他、契約


者と


して適切であると認められる者であること。


 


 


 




（様式 第３号 ）        年    月    日       上市町長   中川   行孝   宛     所在地                  事業者名                 代表者 氏名                      誓    約    書     上市町公共施設太陽光発電設備等の導入調査業務委託 のプロポーザルの参加申込に 際し、下記 の応募資格の要件を全て満たしていること を誓約します。   なお、当該宣誓に違反があった場合には、それまで応募者が費やした費用を弁償することなし に、 参加者の 資格を 上市町 が一方的に剥奪する権利を有することに同意します。     記     ?   当該 業務 を適切に実施できる 法人である こと。   ?   地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しない者であること。   ?   国及び地方公共団体等において指名停止を受けている期間中の者でないこと。   ?   会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立て、民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立て又は破産法（平成 16 年法律第 75 号）に基 づく破産手続開始の申立てがなされていない者であること。   ?   法人、法人 の代表権を有する者 又は法人 の被用者 等 が、暴力団関係者その他暴力団員によ る不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力 団及び同法第２条第６号に規定する暴力団員でないこと。   ?   法人税 、消費税、都道府県税及び市町村税 の滞納がないこと。   ?   その他、契約 者と して適切であると認められる者であること。      

